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臨時株主総会の一連の動き及び株主による臨時株主総会招集のための基準日設定に関するお知らせ 

 

 平成 27 年１月 15 日付け「臨時株主総会招集許可決定に関するお知らせ」で開示いたしましたとおり、

新潟地方裁判所長岡支部は、当社株主である若井猛氏、大平安夫氏及び坂本のりみ氏（以下「当該株主ら」

といいます。）に臨時株主総会の招集を許可する旨の決定（以下「本件許可決定」といいます。）を下して

おりますが、同日以降の臨時株主総会に関する一連の動きについて、以下のとおりお知らせいたします。 

 また、当該株主らにより、臨時株主総会にかかる基準日について本日公告されましたので、以下のとお

りお知らせいたします。 

 

１ 株主による株主名簿閲覧謄写仮処分の決定に至った経緯 

(1) 本件許可決定後、平成 27 年１月 23 日、当該株主らの代理人（以下、「当該株主代理人」という。）は、

当社に対して、同月 19 日付官報において同年２月３日を臨時株主総会の基準日と定める旨の「公告」を

行ったこと、臨時株主総会の開催予定日を同年３月５日午後３時と予定していること等を記載した書面

を送付しました。 

  この点、当社は、定款第５条において、公告方法を電子公告とする旨、及び、やむを得ない場合には

日本経済新聞に掲載する方法により公告する旨を定めており、登記により公示しておりますので、官報

による公告は、法定公告としての効力を有するものではありません。 

(2) にもかかわらず、当該株主らは、当社及び当社株主名簿管理人に対して、平成 27 年１月 30 日、新潟

地方裁判所長岡支部におきまして、株主名簿閲覧謄写仮処分の申立てを行いました。 

当社は、同年２月３日に送達を受けましたが、当該株主らは、平成 27 年２月３日に申立の趣旨等を変

更する旨の訂正申立書を、同月７日に、当事者の表示及び申立て趣旨等を変更する旨の訂正申立書を、

同月９日に同月７日付け訂正申立書の撤回及び債務者みずほ信託銀行株式会社に対する申立てを取下げ、

申立書の趣旨を「債務者雪国まいたけは、平成 27 年２月 16 日から 20 日までの間、債権者らに対し、債
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務者株式会社雪国まいたけ本店において、債務者株式会社雪国まいたけの営業時間内のいつにでも、平

成 27 年２月３日現在の株主名簿を閲覧及び謄写させなければならない。」とする旨の上申書の提出を行

いました。 

 このように当該株主らは、申立の趣旨を頻繁に変更するなどしており、又、そもそも基準日設定手続

が登記において公示されている公告方法によらないことは明白だったため、当社は、一旦裁判所の決定

を待つことといたしましたが、平成 27 年２月 12 日、新潟地方裁判所長岡支部は、「債務者は、債権者

らに対し、平成 27 年２月 16 日から同月 20 日までの間、その営業時間内のいつにでも、債務者の本店に

おいて、同月３日現在の債務者の株主名簿を閲覧及び謄写させよ。」との決定を下しました。 

 

２ 当社による保全異議に至った経緯 

 すでに述べましたとおり、当社は、定款第５条において、「当会社の公告方法は、電子公告とする。但

し、事故その他やむを得ない理由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新

聞に掲載して行う。」と明確に定め、また、その旨を商業登記によって公示をしています。 

にもかかわらず、当該株主らは、官報により「公告」したのですから、基準日設定のための公告方法と

して明らかに不適法であり、法定公告としての効力を生ずるものではありません。 

したがって、当該株主代理人の主張する本件許可決定に基づく株主名簿閲覧謄写請求権をもって、平成

27 年２月３日時点の当社の株主名簿の閲覧謄写を求めることは、明らかにできません。よって、仮処分命

令の要件である被保全権利がないことを主張し、当社は、平成 27 年２月 13 日、上記仮処分決定送達後直

ちに、下記のとおり、保全異議の申立てを行いました。 

記 

（１）債権者と債務者間の株主名簿閲覧謄写仮処分命令申立事件の仮処分決定を取り消す 

（２）債権者らの上記仮処分命令の申立てを却下する 

（３）申立て費用は債権者の負担とする 

  上記保全異議事件の審尋は、平成 27 年２月 19 日、新潟地方裁判所長岡支部において行われ、その結

果、当該株主らは、同日の期日において、株主名簿閲覧謄写仮処分命令の申立てを取り下げました。 

 

３ 株主による臨時株主総会招集のための基準日公告につきまして 

 当該株主らは、平成 27 年２月 19 日、日本経済新聞に掲載する方法にて、本件許可決定に基づき、平成

27 年３月開催予定の臨時株主総会において権利を行使すべき株主を確定するため、平成 27 年３月６日（金

曜日）を基準日と定め、同日最終の株主名簿に記載された株主をもって、その権利を行使することのでき

る株主とする旨公告されております。 

 （１）基準日 平成 27 年３月６日（金曜日） 

 （２）公告日 平成 27 年２月 19 日（木曜日） 

 （３）公告方法 日本経済新聞に掲載 

 なお、臨時株主総会の開催予定日、開催時刻、開催場所については、当該株主らから連絡がありました

場合にはお知らせさせていただきます。 
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 また、本件許可決定の対象となっている付議議案は、取締役４名選任の件及び監査役１名選任の件とな

ります。詳細につきましては、平成 26 年 11 月 26 日付当社プレスリリース「株主による臨時株主総会の招

集請求に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

４ 今後の方針及び見通し 

当該株主代理人の保全異議期日における発言によれば、本件許可決定による招集期限である平成 27 年

３月 31 日までに臨時株主総会を適法に招集できるか否かはわからないとのことです。 

当該株主らは、独自の解釈に従い、当社に対して無関係な株主名簿の閲覧謄写を求めるばかりで、許可

決定に従った臨時株主総会の招集に向けた適正な手続を怠ったため、本日現在、許可決定による招集期限

である平成 27 年３月 31 日までに臨時株主総会を適法に招集できるか否か不透明な状況となったものであ

ります。なお、一部報道で報じられた平成 27 年３月５日の臨時株主総会の招集の可能性はございません。 

当社といたしましては、今後も適切な対応方法において、対応してまいります。 

以  上 

 


